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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第81期中、第82期中および第83期中は、１

株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第81期および

第82期は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第82期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 23,490 26,248 25,723 56,391 59,198 

経常損益（百万円） △67 198 △168 1,221 1,414 

中間（当期）純損益（百万円） △142 △72 △254 722 615 

純資産額（百万円） 20,525 21,467 21,996 22,021 22,517 

総資産額（百万円） 47,047 49,397 50,307 48,726 50,742 

１株当たり純資産額（円） 372.69 385.70 395.50 397.27 404.75 

１株当たり中間（当期）純損益金

額（円） 
△2.60 △1.31 △4.62 10.48 11.17 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 43.63 42.99 43.27 45.19 43.91 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
1,784 569 △226 1,691 833 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△92 △531 △239 △513 △964 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△902 △140 △125 △617 79 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
3,494 3,180 2,652 3,283 3,239 

従業員数（人） 976 1,055 1,100 1,046 1,024 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第81期中は、１株当たり中間（当期）純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第81期、第82期中、第82期および第83期

中は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第82期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 12,210 13,133 13,738 27,373 28,042 

経常損益（百万円） △95 43 108 390 541 

中間（当期）純損益（百万円） △48 4 143 412 439 

資本金（百万円） 

(発行済株式総数)（千株） 

3,702 

(55,176) 

3,702 

(55,176) 

3,702 

(55,176) 

3,702 

(55,176) 

3,702 

(55,176) 

純資産額（百万円） 16,802 17,261 17,902 17,811 18,028 

総資産額（百万円） 34,774 36,101 36,313 36,681 37,393 

１株当たり純資産額（円） 305.09 313.51 325.26 323.46 327.48 

１株当たり中間（当期）純損益金

額（円） 
△0.87 0.08 2.60 7.48 7.99 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 3.00 3.00 3.00 6.00 6.00 

自己資本比率（％） 48.32 47.81 49.30 48.56 48.21 

従業員数（人） 441 420 395 415 377 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の本社管理部門に所属

しております。 

(2）提出会社の状況 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は協調的であり円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

情報システム関連事業 270   

樹脂・エレクトロニクス関連事業 223   

化学品関連事業 134   

空調設備工事関連事業 230   

建設資材関連事業 95   

燃料関連事業 58   

その他 13   

全社（共通） 77   

合計 1,100   

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 395   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

［１］当中間連結会計期間の概況 

 当社グループは、「お客様とともに」の理念のもと、昨年度、中長期的な目標として、『お客様にとって「特別

な会社」になろう』を経営方針として掲げ、社外向けには「あなたにとって特別な会社を目指して」と名刺等に記

載しております。 

 この経営方針のもと、当社グループでは、ますます高度化・複雑化するお客様のニーズ、お客様自身気づいてい

ない潜在的ニーズに対し、お客様のビジネス環境を多面的に把握し、お客様の先のお客様までをも考えた上で、さ

まざまな角度からの提案活動を社員一人ひとりが推進するとともに、当社グループ全体として取り組んでまいりま

した。 

 さらに、株主のみなさまやお取引先、社員、そして地域社会のみなさまから信頼される「社会に貢献する企業グ

ループ」となるべく、 

 ①継続的な利益の創出・強固な経営基盤の確立  

 ②健全なビジネスモラルの醸成ならびに内部統制システムの構築 

  ③グループ経営体制の強化 

を推し進めてまいりました。 
  
 ①継続的な利益の創出・強固な経営基盤の確立  

    当中間期の当社グループを取り巻く事業環境は、原油高および鋼材高等の影響による原材料・資材コストの上

昇に加え、本年6月の改正建築基準法施行に伴う確認審査の遅れに起因した新設住宅着工件数の落ち込みの影響

を受けるなど厳しい状況で推移いたしました。 

    このような事業環境において、毎期着実に利益を創出し、そして早期に自己資本比率を50％台へ回復すべく、

当社各事業部門およびグループ会社において事業拡大に傾注してまいりました。その結果、徐々にではあります

が「特別な会社」と認めていただけるお客様が増加してまいりました。 
  
 ②健全なビジネスモラルの醸成ならびに内部統制システムの構築 

   本年4月1日付にて設置した当社内部統制本部において、コンプライアンスに関する社員の意識調査を実施いた

しました。この結果、これまで行ってきたコンプライアンス教育のあり方が正しかったことを認識することがで

きましたので、今後とも、健全なビジネスモラルの醸成につなげるよう教育活動に注力してまいります。  

   また、前期に引き続き当社において新社内システムの構築を推進するとともに、平成20年度より金融商品取引

法で作成・開示が義務付けられております内部統制報告書への対応につきましても、当社およびグループ会社一

体となって進めてまいりました。  
   
  ③グループ経営体制の強化 

    昨年6月、当社グループとしての倫理観を社外に明確に打ち出すこと、ならびに当社グループの役員・社員一

人ひとりの倫理意識を向上させることを目的に「三谷産業グループ 企業倫理憲章」を当社取締役会にて決議・

制定いたしました。さらに、グループ会社全体の売上高が当社単独の売上高を超える水準にあり、かつ、今後ベ

トナム事業のウェイトが急速に高まることが見込まれる状況において、連結経営重視の姿勢を社内外に明確に打

ち出すべく、本年6月、会長がグループ全体の方向性を示すとともに、当社でこれまで取り組んできた様々な施

策等をグループ会社に波及させる役割を担い、社長が三谷産業本体の経営を担う体制に変更いたしました。 

［２］事業の成果 

 当中間連結会計期間の売上高は257億23百万円（前年同期比2.0％減）、営業損失は3億52百万円（前年同期は66

百万円）、経常損失は1億68百万円（前年同期は経常利益1億98百万円）、中間純損失は2億54百万円（前年同期は

72百万円）と減収減益となりました。 

 これは、単独業績では増収増益を実現することができたものの、燃料関連、建設資材関連および化学品関連子会

社での売上減に加え、建設資材関連子会社における不良債権の発生等により、上記連結業績結果となりました。 

 なお、単独業績は、化学品関連事業が落ち込みましたが、売上高では空調設備工事関連事業での増加、利益面で

は樹脂・エレクトロニクス関連事業、空調設備工事関連事業および情報システム関連事業での増加により、増収増

益を実現することができました。 

 また、樹脂・エレクトロニクス関連事業につきましては、営業損益の黒字化を目指し毎期改善に取り組んでまい

りました結果、ベトナムを軸としたビジネスが着実に拡大してきたこともあり、当中間期僅かではありますが、営

業損益黒字化を実現することができました。本年11月にベトナム製造子会社の第二工場も完成・稼働いたしました

ので、今後とも、より一層の業績向上に取り組んでまいります。 

［３］事業の種類別セグメントの状況 



 営業損益の大きい事業セグメント順にご説明申しあげます。 

＜化学品関連事業＞ 

  「基礎化学品」は、当社グループ独自の貯蔵・物流システムの活用や仕入先との連携強化等により既存ビジネス

の拡大、新規ビジネスの開拓を推進してまいりました。加えて、受託製造ビジネスの拡大に注力してまいりまし

た。しかしながら、前年同期における特需の反動減に加え、新規ビジネスの立ち上がりが当初計画どおり進展せ

ず、売上高および営業利益とも前年同期を下回りました。 

 「ジェネリック医薬品」は、メーカーを主軸として自社既存製品および輸入製品の拡販に努めてまいりました結

果、売上高は前年同期なみに確保できましたものの、競争激化に伴う利益率の悪化、ならびにジェネリック医薬品

向け原薬の開発費の増加等から営業利益は前年同期を下回りました。 

 「海外ビジネス」は、ベトナムでの既存ビジネスおよびベトナムからの輸入ビジネスの拡大に注力してまいりま

した結果、売上高は前年同期比で増加いたしました。しかしながら、営業利益は今後のさらなるビジネス拡大を図

るべく人員の増強を図ったため、前年同期比で微増にとどまりました。 

 以上の結果、売上高は前年同期比4.4％減の88億95百万円、営業利益は前年同期比27.8％減の3億6百万円と減収

減益となりました。 

＜空調設備工事関連事業＞ 

  「首都圏」は、マンション・オフィスビル等の建設投資が高水準で推移するなか、当社の技術力を武器にお客様

に対し提案型営業を積極的に展開するとともに、施工体制の強化を図り、受注拡大に努めてまいりました。 

 「北陸地区」は、製造業での工場の新・増設が増加傾向にあるものの、全体的には公共投資および非製造業の民

間建設投資が低調に推移し、また競争がますます激化するなか、これまでの事業基盤を維持すべく、施主およびゼ

ネコン等のお客様への営業活動を積極的に推進してまいりました。 

 「生産性の向上と顧客満足」面については、ベトナムＣＡＤ設計・積算子会社の活用による競争力の強化・スピ

ード化を推し進める一方で、社内パトロールの徹底による安全管理体制の維持・強化、ならびに施工品質の維持・

向上に努めてまいりました。 

 以上の結果、受注高は、首都圏における大型マンション案件の受注を主要因に、前年同期比57.8％増の64億12百

万円となりました。また売上高は、首都圏での大型完成工事物件の増加により前年同期比23.3％増の46億69百万

円、営業利益は、競争激化に伴い利益率が悪化したものの、前年同期比5.9％増の80百万円と増収増益となりまし

た。 

＜情報システム関連事業＞ 

 「北陸地区」は、地域密着型の営業活動を展開し、個々のお客様の業種業態・ご要望に合わせた情報システムの

提案を推進してまいりました。 

 「首都圏」は、大手・中堅企業のお客様を中心に、汎用的なパッケージソフトウェアに当社オリジナルのソリュ

ーションを付加し、お客様ごとのご要望にマッチしたサービス・サポートを構築・提供できることを武器に、営業

活動を積極的に推進してまいりました。 

  「ＰＯＷＥＲ ＥＧＧ®」の販売は、セミナー開催等を通じ新規のお客様開拓に努める一方、販売パートナーと

連携し拡販に努めてまいりました。 

 「専門技術と顧客満足」面については、セキュリティ・ネットワーク・ストレージ等のサポート、アウトソーシ

ング運用サービス業務、情報システム保守・メンテナンス業務、アプリケーション開発技術の調査・検討を推進し

てまいりました。また、ベトナムのシステム開発子会社の活用によるシステム開発のスピード化・品質の向上にも

努めてまいりました。 

 以上の結果、受注高は、北陸地区での大型案件が寄与し、前年同期比25.9％増の41億79百万円となりました。一

方、売上高は27億11百万円と前年同期比3.5％の微減となりましたものの、営業利益は個々の案件における採算改

善に努めた結果、利益率が改善し前年同期比84.8％増の49百万円と減収増益となりました。 

 なお、本年4月1日付で従来の当社情報システム事業部を3事業部1本部に再編し、これまで以上にお客様の視点に

たったきめ細かな対応をタイムリーに実践するとともに、最適なソリューション・サービスを提供してまいりまし

た結果、当中間期において、着実に成果が現れてきたと認識しております。 



＜燃料関連事業＞ 

 事業環境は、原油高に伴い産業用燃料およびＬＰＧの仕入価格が上昇するなど、厳しい状況で推移いたしまし

た。 

 「産業用燃料」は、お客様への値上げ交渉を進めてまいりましたが、価格転嫁がスムーズに進展せず、採算重視

の運営を余儀なくされた結果、売上高および営業利益とも前年同期を下回りました。 

 「ＬＰＧ」は、お客様への値上げ交渉を進める一方で、新規のお客様の開拓を図ってまいりました結果、売上高

は前年同期を上回りましたものの、既存のお客様における設備機器更新費用の増加により営業利益は前年同期を下

回りました。 

 以上の結果、売上高は前年同期比19.1％減の30億82百万円、営業利益は前年同期比59.3％減の25百万円と減収減

益となりました。 

＜樹脂・エレクトロニクス関連事業＞ 

 「金型・樹脂成形品、複合ユニット製品」は、生産技術を担う子会社およびベトナム製造子会社との連携のも

と、既存ビジネスの受注拡大を図る一方、新規ビジネスの開拓を推進してまいりました。 

 「電子部品・電子材料関連の電子セラミック」は、パートナー企業との連携のもと、既存のお客様との取引拡大

に努めてまいりました。 

  以上の結果、売上高は、自動車部品分野および医療・理美容分野向け金型・樹脂成形品が順調に増加し、前年同

期比7.4％増の14億87百万円となりました。また、営業利益は、個々のビジネスでの採算改善に取り組むとともに

コスト削減に努めてまいりました結果、前年同期に比べ大幅に改善し3百万円と僅かではありますがようやく営業

損益黒字化を実現することができました。 

 なお、本年11月の本稼働を目指し建設を進めてまいりましたベトナム製造子会社の第二工場については、当初計

画どおり完成・稼働いたしました。 

＜建設資材関連事業＞ 

 当セグメントの受注高は、本年6月の改正建築基準法施行の影響を受け前年同期比で減少いたしました。 

 「首都圏の分譲マンション向け」は、複数のメーカーの中から個々のお客様のニーズに合う最適な商品の提案を

積極的に推進し受注拡大に努めてまいりました結果、売上高は前期末の受注残に支えられ増加いたしましたもの

の、営業損益は地価・原材料の高騰からくるゼネコンからのコストダウン要請の強まりおよび競争激化による利益

率の悪化に加え、不良債権の発生も重なり、前年同期比で大幅に減少いたしました。 

  「首都圏の高級マンション向け」は、デザイン性と機能性を併せもったオリジナル商品の品質の高さおよびＩＴ

を駆使した生産管理体制・施工管理体制を武器に、お客様に対して積極的に提案活動を推進してまいりましたが、

売上高は前年同期における大型工事物件完成の反動減により減少し、営業損益は利益率悪化も重なり前年同期比で

減少いたしました。 

  「北陸地区」は、個々のお客様のニーズに対し、スピーディかつきめ細かに対応しお客様の満足度向上を図るこ

とによって、ビジネスの拡大を図ってまいりました。しかしながら、北陸地区における建設需要の低迷の影響も受

け、売上高および営業利益ともに前年同期を下回りました。 

 以上の結果、受注高は前年同期比16.8％減の79億46百万円、売上高は前年同期比4.7％減の54億29百万円、営業

損失は1億83百万円（前年同期は営業利益19百万円）と減収減益となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ7億96百万円減少し、2

億26百万円の支出となりました。 

 この主な要因は、売上債権の減少による資金の増加が27億15百万円、たな卸資産の増加による資金の減少が32億

40百万円、仕入債務の減少による資金の減少が10億46百万円、その他に含まれる前受金の増加による資金の増加が

18億79百万円、法人税等の支払額が5億21百万円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ支出が2億91百万円減少し、2億39百万円の支

出となりました。 

 一方、財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ支出が15百万円減少し、1億25百万円

の支出となりました。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前中間連結会計期間末に比べ5億27百万円

減少し、26億52百万円となりました。 



２【受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

 当中間連結会計期間の空調設備工事関連事業、情報システム関連事業および建設資材関連事業の受注実績は、次

のとおりであります。 

 （注）１．受注実績の金額には、セグメント間の内部受注高および受注残高を含めて記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．販売実績の金額には、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

空調設備工事関連事業 6,412 157.8 11,530 134.1 

情報システム関連事業 4,179 125.9 3,600 246.4 

建設資材関連事業 7,946 83.2 13,174 111.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

化学品関連事業 8,895 95.6 

空調設備工事関連事業 4,669 123.3 

情報システム関連事業 2,711 96.5 

燃料関連事業 3,082 80.9 

樹脂・エレクトロニクス関連事業 1,487 107.4 

建設資材関連事業 5,429 95.3 

その他 187 113.0 

合計 26,462 98.1 



３【対処すべき課題】 

 お客様にとって「特別な会社」になることは一朝一夕に実現できるものではないと考えており、今後とも本年6月

以降の新体制のもと、これまで同様の取り組みを継続してまいる所存であります。 

 そして、「継続的な利益の創出・強固な経営基盤の確立」を推し進めることで、自己資本比率50％台の回復に向け

着実に前進し株主のみなさまのご期待にお応えしてまいります。 

 さらに、「健全なビジネスモラルの醸成ならびに内部統制システムの構築」、「グループ経営体制の強化による当

社グループ全体としての企業価値増大」に注力してまいります。 

 次に、事業セグメント別に今後の重点施策をご説明申しあげます。 

＜化学品関連事業＞ 

  「基礎化学品」は、個々のお客様のビジネス環境・変化・ニーズ等を的確に把握したうえで、貯蔵・物流システム

の増強や当社グループのリソースを活用した提案型営業を今後とも積極的に推進し、既存ビジネスの拡大および新規

ビジネスの開拓に努め、事業基盤の拡大に注力してまいります。 

  「ジェネリック医薬品」は、引き続き、自社既存製品および輸入製品の拡販に努める一方で、将来を見据えたジェ

ネリック医薬品向け原薬の開発にも継続的に取り組んでまいります。 

 「海外ビジネス」は、これまでベトナムで構築してきた事業基盤を武器にさらなるビジネスの拡大を図ってまいり

ます。なお、ベトナムから日本への輸入ビジネスにつきましては、輸入可能なベトナム資源および新規ベトナムパー

トナー企業の発掘に取り組む一方で、ベトナムパートナー企業の技術レベルの向上に努め、日本のお客様の要求に応

えられる品質水準まで高めることでビジネスの拡大を図ってまいります。 

＜空調設備工事関連事業＞ 

 建築確認審査の遅れが、下半期の受注活動に大きな影響を与えると予測されます。 

  「首都圏」は、さらなる事業拡大に向けて当社の施工力の向上を図るべく、人材の増強を進めるとともに、新規協

力会社の発掘にも注力してまいります。また、設備診断を通じ、省エネルギー・低環境負荷・低コストの観点を盛り

込んだリニューアル提案を積極的に推進し、受注拡大を図ってまいります。 

  「北陸地区」は、引き続き厳しい事業環境が続くと予想されるなか、当社グループ全体の取引関係を活かした営業

活動を推進し、事業基盤の維持に努めてまいります。 

 「生産性の向上と顧客満足」面については、引き続き、競争力の強化・スピード化を推進し、他社との差別化を図

るとともに、社内パトロールの徹底による安全管理体制の維持・強化、ならびに施工品質の維持・向上に努めてまい

ります。 

＜情報システム関連事業＞ 

 「北陸地区」は、地域密着型の営業活動を堅持し、既存のお客様との取引の維持・拡大、ならびに新規のお客様の

開拓を推進することで着実に事業を拡大してまいります。また、システム開発においては、徹底した進捗管理、品質

管理および採算管理を継続して推進し、採算悪化の防止および新規案件の受注遅延・失注等の機会損失の防止に努め

てまいります。 

 「首都圏」は、当社オリジナルのソリューションを武器に、ビジネスの拡大を推進するとともに、北陸地区同様、

システム開発における進捗・品質・採算管理の徹底を図ってまいります。 

  「ＰＯＷＥＲ ＥＧＧ®」の販売は、引き続き新規のお客様開拓に注力するとともに、販売パートナーとの連携の

もと、さらなる拡販に努めてまいります 

 「専門技術の追求と顧客満足」面については、当中間期同様の取り組みを推進し、情報システム関連部門全体のビ

ジネスの維持・拡大に貢献してまいります。 

＜燃料関連事業＞ 

 原油高基調を背景に、産業用燃料およびＬＰＧの仕入価格が今後とも高水準で推移すると予想されるなか、地域密

着型の営業活動を展開し、既存のお客様との取引の維持・拡大に努めるとともに、新規のお客様の開拓も推し進めて

まいります。 



＜樹脂・エレクトロニクス関連事業＞ 

 今後とも継続して営業損益の黒字化を実現すべく、 

「金型・樹脂成形品、複合ユニット製品関連」は、子会社との連携のもと、既存ビジネスの維持・拡大に努める一方

で、本年11月完成・稼働したベトナム新工場を活用し、自動車部品分野を始めとした新規ビジネスの開拓による事業

拡大を図ってまいります。 

 「電子部品・電子材料関連の電子セラミック」は、引き続き、パートナー企業との連携のもと、既存のお客様に対

する既存製品の拡販、ならびに新規案件の発掘に努めてまいります。 

＜建設資材関連事業＞ 

  建設資材関連事業を取り巻く環境は、下半期も引き続き厳しい状況が続くと予想されます。 

  「首都圏の分譲マンション向け」は、本年10月1日付での子会社2社の合併による首都圏での住宅機器の販売・設計

施工ビジネスの深化深耕、仕入メーカーとの関係強化、経営資源の統合による業務の効率化、営業力・技術力の共有

化および企業体質のより一層の強化を図り、既存のお客様でのシェアアップ、新規のお客様の開拓を推進してまいり

ます。 

  「首都圏の高級マンション向け」は、引き続き生産性の向上を図るとともに、原価管理の徹底による採算改善に努

めてまいります。さらに、お客様への提案活動を積極的に推進し、受注拡大に注力するとともに、新規商品の開発・

拡充にも取り組んでまいります。 

 「北陸地区」は、本年10月1日付での子会社2社の合併で、製販一体化による業容の拡大、設備工事および保守・メ

ンテナンス等のトータルサービスの向上、さらには経営資源の統合による業務の効率化および企業体質のより一層の

強化を図りつつ、地域密着型の営業活動を展開し、既存のお客様との取引拡大および新規ビジネスの獲得を推進して

まいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループでは、新規ビジネスの開拓および企業競争力の強化を目的として研究開発活動に取り組んでおりま

す。当中間連結会計期間における研究開発費の主なるものは、樹脂・エレクトロニクス関連事業における電子部品の

新商品開発、化学品関連事業における医薬品原薬の製造・販売が主力である子会社相模化成工業（株）でのジェネリ

ック医薬品向け原薬の開発、情報システム関連事業におけるハノイ工科大学、ハノイ国家大学、ホーチミン自然科学

大学およびホーチミン工科大学のベトナム４大学との「ナレッジマネジメントツールに関する研究」をテーマとした

共同研究であり、総額は36百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

（注） 上記の設備については、平成19年11月に完成・稼動いたしました。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 

総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

AUREOLE  

BUSINESS  

COMPONENTS  

＆ DEVICES  

INC.ハイズン

工場  

ベトナム社会 

主義共和国 

ハイズン省  

樹脂・エレク

トロニクス関

連事業   

土地、工場 

および機械装

置  

295 136 
自己資金お

よび借入金 

平成19年 

3月 

平成19年 

11月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 220,000,000 

計 220,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月17日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 55,176,000 55,176,000 
名古屋証券取引所（市場

第二部） 
－ 

計 55,176,000 55,176,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 55,176,000 － 3,702 － 2,702 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三谷 充 石川県金沢市 11,366 20.60 

三谷株式会社 東京都中央区築地六丁目19番20号 5,980 10.84 

財団法人三谷育英会 石川県金沢市玉川町１番５号 4,702 8.52 

三谷 美智子 石川県金沢市 2,505 4.54 

有限会社北都代行社 石川県金沢市昭和町16番１号 2,166 3.93 

株式会社三谷サービスエンジン 石川県金沢市高尾南三丁目93番地 2,007 3.64 

財団法人三谷研究開発支援財団 石川県金沢市玉川町１番５号 2,000 3.62 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通一丁目２番26号 1,016 1.84 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１番地 1,016 1.84 

神野 征子 静岡県静岡市葵区 870 1.58 

計 － 33,628 60.95 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の

数１個）あります。なお、当該株式数は①発行済株式の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれておりま

す。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 138,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 54,600,000 54,600 － 

単元未満株式 普通株式 438,000 － － 

発行済株式総数 55,176,000 － － 

総株主の議決権 － 54,600 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数
の合計 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三谷産業㈱ 
石川県金沢市玉川町

１番５号 
136,000 － 136,000 0.25 

藤井空調工業㈱ 
石川県小松市長崎町

三丁目114番地 
2,000 － 2,000 0.00 

計 － 138,000 － 138,000 0.25 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 260 255 246 255 240 228 

最低（円） 240 230 234 220 212 210 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3）当社の中間連結財務諸表および中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単

位で記載しておりましたが、当中間連結会計期間および当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更して

おります。なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間および前中間会計期間についても百万円単位に組替

え表示しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついては、みすず監査法人およびあずさ監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表および当

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については、あずさ監査法人により中

間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   3,416 2,947   3,493 

２ 受取手形及び売掛
金 

※６   15,493 15,038   17,703 

３ 完成工事未収入金     1,025 1,249   1,293 

４ たな卸資産     4,433 5,927   2,939 

５ 未成工事支出金     1,896 1,809   1,552 

６ 繰延税金資産     129 106   118 

７ その他     857 701   1,000 

貸倒引当金     △80 △76   △39 

流動資産合計     27,171 55.0 27,703 55.1   28,062 55.3

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物 ※２ 4,905   4,543 4,742   

(2）機械装置及び運
搬具 

  684   678 664   

(3）土地 ※２ 3,694   3,677 3,694   

(4）その他   180 9,464 253 9,153 199 9,301 

２ 無形固定資産           

(1）ソフトウェア   754   715 695   

(2）その他   94 848 208 923 216 911 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 10,208   11,086 10,872   

(2）その他   1,799   1,592 1,687   

貸倒引当金   △94 11,913 △152 12,526 △92 12,466 

固定資産合計     22,226 45.0 22,603 44.9   22,679 44.7

資産合計     49,397 100.0 50,307 100.0   50,742 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

※2,6   9,705 9,843   10,510 

２ 工事未払金     1,090 970   1,345 

３ 短期借入金 ※２   7,799 8,256   8,255 

４ 未払法人税等     245 142   459 

５ 前受金     － 2,847   － 

６ 役員賞与引当金     72 34   170 

７ 受注損失引当金     45 39   22 

８ 完成工事補償引当
金 

    34 28   28 

９ その他 ※２   4,757 2,255   3,290 

流動負債合計     23,750 48.0 24,418 48.6   24,083 47.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２   296 282   233 

２ 退職給付引当金     114 64   95 

３ 役員退職引当金     368 416   388 

４  負ののれん     20 －   － 

５ その他     3,380 3,129   3,423 

固定負債合計     4,179 8.5 3,892 7.7   4,141 8.1

負債合計     27,930 56.5 28,310 56.3   28,224 55.6

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     3,702 7.5 3,702 7.4   3,702 7.3

２ 資本剰余金     2,702 5.5 2,702 5.4   2,702 5.3

３ 利益剰余金     12,620 25.6 12,723 25.3   13,142 25.9

４ 自己株式     △27 △0.1 △34 △0.1   △29 △0.0

株主資本合計     18,997 38.5 19,093 38.0   19,517 38.5

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    2,433 4.9 2,797 5.5   2,921 5.7

２ 繰延ヘッジ損益     △14 △0.0 △5 △0.0   △9 △0.0

３ 為替換算調整勘定     △179 △0.4 △119 △0.2   △147 △0.3

評価・換算差額等合
計 

    2,239 4.5 2,672 5.3   2,764 5.4

Ⅲ 少数株主持分     230 0.5 230 0.4   235 0.5

純資産合計     21,467 43.5 21,996 43.7   22,517 44.4

負債純資産合計     49,397 100.0 50,307 100.0   50,742 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     26,248 100.0 25,723 100.0   59,198 100.0 

Ⅱ 売上原価     22,807 86.9 22,239 86.5   51,291 86.6

売上総利益     3,440 13.1 3,484 13.5   7,907 13.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１ 手数料   269   294 559   

２ 役員報酬   171   173 342   

３ 従業員給料   867   938 1,684   

４ 従業員賞与   310   306 537   

５ 退職給付費用   6   46 15   

６ 役員賞与引当金繰
入額 

  72   29 170   

７ 役員退職引当金繰
入額 

  23   47 44   

８ 賃借料   340   324 663   

９ 減価償却費   293   305 614   

10 貸倒引当金繰入額   －   103 －   

11 その他   1,152 3,507 13.4 1,266 3,837 14.9 2,226 6,858 11.6

営業利益（△損失）     △66 △0.3 △352 △1.4   1,048 1.8

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   18   10 39   

２ 受取配当金   40   50 97   

３ 仕入割引   45   50 95   

４ 適格年金資産運用
益 

  130   － 260   

５ 負ののれん償却額   20   － －   

６ 持分法による投資
利益 

  66   64 17   

７ その他   88 409 1.6 103 279 1.1 213 723 1.2

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   69   67 127   

２ 投資事業組合運用
損 

  11   1 25   

３ リース解約損   37   0 150   

４ その他   25 144 0.5 26 95 0.4 54 357 0.6

経常利益（△損失）     198 0.8 △168 △0.7   1,414 2.4

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※１ 0   14 1   

２ 投資有価証券売却
益 

  125   0 125   

３ 償却債権取立益   －   0 －   

４ 適格退職年金制度
終了益 

  －   126 －   

５ その他   1 126 0.5 － 141 0.6 13 139 0.2

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産売却損 ※１ 1   0 1   

２ 固定資産除却損 ※２ 5   50 26   

３ 減損損失 ※３ －   － 75   

４ 投資有価証券評価
損 

  10   21 46   

５ 貸倒損失   151   － 151   

６ その他   － 168 0.7 － 72 0.3 8 309 0.5

税金等調整前中間
（当期）純利益（△
損失） 

    155 0.6 △99 △0.4   1,243 2.1

法人税、住民税及び
事業税 

  232   128 603   

法人税等調整額   △18 213 0.8 22 151 0.6 6 609 1.0

少数株主利益     14 0.1 3 0.0   18 0.1

中間（当期）純利益
（△損失） 

    △72 △0.3 △254 △1.0   615 1.0

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 3,702 2,702 13,003 △26 19,381 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △165   △165 

役員賞与（注）     △145   △145 

中間純損失     △72   △72 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △383 △1 △384 

平成18年９月30日 残高（百万円） 3,702 2,702 12,620 △27 18,997 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 2,798 － △159 2,639 226 22,247 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当（注）           △165 

役員賞与（注）           △145 

中間純損失           △72 

自己株式の取得           △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△365 △14 △20 △400 4 △396 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△365 △14 △20 △400 4 △780 

平成18年９月30日 残高（百万円） 2,433 △14 △179 2,239 230 21,467 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 3,702 2,702 13,142 △29 19,517 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △165   △165 

中間純損失     △254   △254 

自己株式の取得       △4 △4 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △419 △4 △424 

平成19年９月30日 残高（百万円） 3,702 2,702 12,723 △34 19,093 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 2,921 △9 △147 2,764 235 22,517 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当           △165 

中間純損失           △254 

自己株式の取得           △4 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△123 3 27 △92 △4 △96 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△123 3 27 △92 △4 △521 

平成19年９月30日 残高（百万円） 2,797 △5 △119 2,672 230 21,996 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 3,702 2,702 13,003 △26 19,381 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △165   △165 

剰余金の配当     △165   △165 

役員賞与（注）     △145   △145 

当期純利益     615   615 

自己株式の取得       △3 △3 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 0 139 △3 136 

平成19年３月31日 残高（百万円） 3,702 2,702 13,142 △29 19,517 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 2,798 － △159 2,639 226 22,247 

連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当（注）           △165 

剰余金の配当            △165 

役員賞与（注）           △145 

当期純利益           615 

自己株式の取得           △3 

自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

122 △9 12 125 8 133 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

122 △9 12 125 8 269 

平成19年３月31日 残高（百万円） 2,921 △9 △147 2,764 235 22,517 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税金等調整前中間（当期）純
利益（△損失） 

  155 △99 1,243 

減価償却費   398 419 861 

減損損失   － － 75 

負ののれん償却額   △20 － △40 

持分法による投資利益   △66 △64 △17 

投資事業組合運用損益   11 1 25 

投資有価証券評価損   10 21 46 

貸倒引当金の増加額（△減少
額） 

  △35 96 △77 

役員賞与引当金の増加額（△
減少額） 

  72 △136 170 

役員退職引当金の増加額   9 27 29 

退職給付引当金の減少額   △49 △31 △68 

受注損失引当金の増加額   45 16 22 

受取利息及び受取配当金   △58 △61 △136 

支払利息   69 67 127 

投資有価証券売却益   △125 △0 △125 

固定資産売却損益   1 △14 0 

固定資産除却損   5 50 26 

売上債権の減少額（△増加
額） 

  2,365 2,715 △943 

たな卸資産の増加額   △2,523 △3,240 △683 

仕入債務の増加額（△減少
額） 

  136 △1,046 1,191 

転貸リースに係る売上修正に
伴う減少額 

  △272 △245 △532 

役員賞与の支払額   △145 － △150 

その他   1,006 1,790 362 

小計   990 266 1,408 

利息及び配当金の受取額   85 84 149 

利息の支払額   △52 △56 △100 

法人税等の支払額   △454 △521 △624 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  569 △226 833 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

定期預金の預入による支出   △22 △99 △83 

定期預金の払戻による収入   10 61 58 

有形固定資産の取得による支
出 

  △102 △248 △265 

有形固定資産の売却による収
入 

  4 71 6 

無形固定資産の取得による支
出 

  △157 △130 △334 

投資有価証券の取得による支
出 

  △379 △10 △414 

投資有価証券の売却による収
入 

  127 1 127 

貸付による支出   △41 － △101 

貸付金の回収による収入   67 4 71 

その他   △37 110 △30 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △531 △239 △964 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入金の純増減額   37 33 502 

長期借入れによる収入   70 97 70 

長期借入金の返済による支出   △76 △80 △154 

親会社による配当金の支払額   △165 △165 △330 

少数株主への配当金の支払額   △5 △7 △5 

自己株式の取得による支出   △1 △3 △3 

自己株式の売却による収入   － － 0 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △140 △125 79 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  △0 4 8 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △103 △586 △43 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,283 3,239 3,283 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 3,180 2,652 3,239 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社数 20社 

主要な連結子会社の名称 

ディサークル㈱、三谷産

業イー・シー㈱、三谷産

業コンストラクションズ

㈱、三谷住建販売㈱、㈱

エンブレム、㈱インテン

ザ 

(1）連結子会社数 20社 

主要な連結子会社の名称 

ディサークル㈱、三谷産

業イー・シー㈱、三谷産

業コンストラクションズ

㈱、三谷住建販売㈱、㈱

エンブレム、㈱インテン

ザ 

(1）連結子会社数 20社 

主要な連結子会社の名称 

ディサークル㈱、三谷産

業イー・シー㈱、三谷産

業コンストラクションズ

㈱、三谷住建販売㈱、㈱

エンブレム、㈱インテン

ザ 

   なお、当中間連結会計期間

において、連結子会社である 

MITANI AUREOLE VIETNAM INC. 

は、AUREOLE MITANI CHEMICAL 

& ENVIRONMENT INC.に商号変

更しております。 

 なお、連結子会社である三

谷産業コンストラクションズ

㈱と富山サンエー工事㈱、お

よび三谷住建販売㈱と三谷住

設㈱は、平成19年10月１日付

にて、それぞれ三谷産業コン

ストラクションズ㈱、三谷住

建販売㈱を存続会社として合

併しました。 

 なお、当連結会計年度にお

いて、連結子会社である 

MITANI AUREOLE VIETNAM INC. 

は、AUREOLE MITANI CHEMICAL 

& ENVIRONMENT INC.に商号変

更しております。 

  (2）非連結子会社の名称等 

アドニス㈱、㈱ホップ

ス、㈲アルムシステム、

㈲ティー・エス、㈲エッ

チ・ケー・エス、㈲マフ

ィ、㈱ソワロード・カン

パニー 

(2）非連結子会社の名称等 

同左 

(2）非連結子会社の名称等 

同左 

   非連結子会社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、

連結の範囲に含めておりませ

ん。 

同左  非連結子会社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結

の範囲に含めておりません。 

２．持分法の適用に関する

事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

４社 

会社名 

ニッコー㈱、北陸コンピ

ュータ・サービス㈱、ヴ

ィサージュ管理㈱、デン

カ生コン高山㈱ 

(1）持分法適用の関連会社数 

４社 

会社名 

同左 

(1）持分法適用の関連会社数 

４社 

会社名 

同左 

   なお、持分法適用会社のう

ち、中間決算日が中間連結決

算日と異なる会社について

は、各社の中間会計期間に係

る中間財務諸表を使用してお

ります。 

同左  なお、持分法適用会社のう

ち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の

事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社の名称等 

持分法非適用の非連結子会

社 

主要な会社名 

アドニス㈱、㈱ホップ

ス、㈱ソワロード・カン

パニー 

(2）持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社の名称等 

持分法非適用の非連結子会

社 

主要な会社名 

同左 

(2）持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社の名称等 

持分法非適用の非連結子会

社 

主要な会社名 

同左 

  持分法非適用の関連会社 

主要な会社名 

KOREA ACT-T CO.,LTD. 

持分法非適用の関連会社 

会社名 

藤井空調工業㈱ 

持分法非適用の関連会社 

会社名 

同左 

   持分法非適用会社は、いず

れも中間純損益および利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としてその

影響の重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外して

おります。 

同左  持分法非適用会社は、いず

れも当期純損益および利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としてその

影響の重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外して

おります。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

 連結子会社のうち、AUREOLE  

MITANI CHEMICAL &  

ENVIRONMENT INC.、AUREOLE  

INFORMATION TECHNOLOGY  

INC.、AUREOLE CONSTRUCTION  

SOFTWARE DEVELOPMENT INC.、 

AUREOLE BUSINESS COMPONENTS  

& DEVICES INC.の中間決算日は

６月30日であります。中間連結

財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左  連結子会社のうち、AUREOLE  

MITANI CHEMICAL &  

ENVIRONMENT INC.、AUREOLE  

INFORMATION TECHNOLOGY  

INC.、AUREOLE CONSTRUCTION  

SOFTWARE DEVELOPMENT INC.、 

AUREOLE BUSINESS COMPONENTS  

& DEVICES INC.の決算日は12月 

31日であります。連結財務諸表

の作成にあたっては、同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を

行っております。 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算出）によ

っております。 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算出）によって

おります。 

  ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

 投資事業有限責任組合及

びこれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２

項において有価証券とみな

されるもの）については、

組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な

近の決算報告書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

 投資事業有限責任組合及

びこれに類する組合への出

資（金融商品取引法第２条

第２項において有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な 近の決算報告書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

 投資事業有限責任組合及

びこれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２

項において有価証券とみな

されるもの）については、

組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な

近の決算報告書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② たな卸資産 

・商品 

 月別総平均法による原価

法によっております。 

 ・仕掛品および未成工事支

出金 

 個別法による原価法によ

っております。 

② たな卸資産 

        同左 

② たな卸資産 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社および国内連結子会

社は定率法を、また在外連

結子会社は当該国の会計基

準に基づく定額法を採用し

ております。 

 但し、当社および国内連

結子会社は、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用し

ております。 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社および国内連結子会

社は定率法を、また在外連

結子会社は当該国の会計基

準に基づく定額法を採用し

ております。 

 但し、当社および国内連

結子会社は、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用し

ております。 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社および国内連結子会

社は定率法を、また在外連

結子会社は当該国の会計基

準に基づく定額法を採用し

ております。 

 但し、当社および国内連

結子会社は、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用し

ております。 

   なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物及び構築物 

２～50年 

機械装置及び運搬具 

２～17年 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物及び構築物 

２～50年 

機械装置及び運搬具 

２～17年 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物及び構築物 

２～50年 

機械装置及び運搬具 

２～17年 

    （会計方針の変更） 

 当社および国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。 

 これにより、営業損失、経常

損失および税金等調整前中間純

損失がそれぞれ２百万円増加し

ております。 

（追加情報） 

 当社および国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。 

 これにより、営業損失、経常

損失および税金等調整前中間純

損失がそれぞれ６百万円増加し

ております。 

 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 但し、市場販売目的のソ

フトウェアは、見込販売有

効期間（３年）における見

込販売数量に基づく償却額

と販売可能な残存有効期間

に基づく均等配分額を比較

し、いずれか大きい額を計

上する方法を採用しており

ます。 

 また、自社利用のソフト

ウェアは、社内における利

用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

 定額法を採用しておりま

す。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検

討して、回収不能見込額を

計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備え

て、当連結会計年度におけ

る支給見込額の当中間連結

会計期間負担額を計上して

おります。 

② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備え

て、当連結会計年度におけ

る支給見込額の当中間連結

会計期間負担額を計上して

おります。 

② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備え

て、当連結会計年度におけ

る支給見込額を計上してお

ります。 

  （会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間よ

り、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 当中間連結会計期間負担

額は72百万円と算定され、

同額を役員賞与引当金に計

上した結果、従来の方法に

よった場合に比べ、営業損

失が72百万円増加してお

り、経常利益および税金等

調整前中間純利益がそれぞ

れ同額減少しております。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用

しております。 

 これにより、営業利益、

経常利益および税金等調整

前当期純利益は、それぞれ

170百万円減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③ 受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損

失に備えるため、当中間連

結会計期間末時点で将来の

損失が確実に見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に

見積もることが可能なもの

については、将来の損失見

込額を計上しております。 

③ 受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損

失に備えるため、当中間連

結会計期間末時点で将来の

損失が確実に見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に

見積もることが可能なもの

については、将来の損失見

込額を計上しております。 

③ 受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損

失に備えるため、当連結会

計年度末時点で将来の損失

が確実に見込まれ、かつ、

当該損失額を合理的に見積

もることが可能なものにつ

いては、将来の損失見込額

を計上しております。 

  （追加情報） 

 当中間連結会計期間末に

おいて、進行中の請負契約

の状況を検証した結果、将

来の損失が見込まれる案件

が新たに確認されたため、

損失見込額を受注損失引当

金として計上しておりま

す。これにより、売上総利

益、経常利益および税金等

調整前中間純利益がそれぞ

れ45百万円減少し、営業損

失が同額増加しておりま

す。 

  （追加情報） 

 当連結会計年度末におい

て、進行中の請負契約の状

況を検証した結果、将来の

損失が見込まれる案件が新

たに確認されたため、損失

見込額を受注損失引当金と

して計上しております。こ

れにより、売上総利益、営

業利益、経常利益および税

金等調整前当期純利益がそ

れぞれ22百万円減少してお

ります。 

  ④ 完成工事補償引当金 

 請負工事の無償の補修に

備えるため、過去の実績に

基づき、当中間連結会計期

間の対応額を計上しており

ます。 

④ 完成工事補償引当金 

同左 

④ 完成工事補償引当金 

 請負工事の無償の補修に

備えるため、過去の実績に

基づき、当連結会計年度の

対応額を計上しておりま

す。 

  ⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、適格退職年金制度

については、当連結会計年

度末における退職給付債務

および適格退職年金資産の

見込額に基づき、当中間連

結会計期間末に発生してい

ると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度に発生した額

を発生の翌連結会計年度に

おいて一括費用処理をして

おります。 

 また、退職一時金制度に

ついては、当連結会計年度

末における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間連

結会計期間末に発生してい

ると認められる額を計上し

ております。 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見

込額に基づき、当中間連結

会計期間末に発生している

と認められる額を計上して

おります。 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、適格退職年金制度

については、当連結会計年

度末における退職給付債務

および適格退職年金資産の

見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度に発生した額

を発生の翌連結会計年度に

おいて一括費用処理をして

おります。 

 また、退職一時金制度に

ついては、当連結会計年度

末における退職給付債務の

見込額に基づき計上してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報） 

 従来、適格退職年金制度お

よび退職一時金制度を採用し

ておりました当社および一部

の国内連結子会社について

は、平成19年４月１日付で退

職金規程の改正を行い、その

一部を確定拠出年金制度へ移

行しております。 

 本移行に伴い、「退職給付

制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指

針第１号）を適用しておりま

す。 

 本移行に伴う影響額は、特

別利益として126百万円計上し

ております。 

 

  ⑥ 役員退職引当金 

 役員の退職により支給す

る退職慰労金にあてるた

め、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。 

⑥ 役員退職引当金 

同左 

⑥ 役員退職引当金 

 役員の退職により支給す

る退職慰労金にあてるた

め、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

  (4）外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。 

 なお、在外子会社等の資産

および負債、収益および費用

は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為

替換算調整勘定に含めて計上

しております。 

(4）外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

同左 

(4）外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

 なお、在外子会社等の資産

および負債、収益および費用

は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上して

おります。 

  (5）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ会計の適用を

原則としております。な

お、振当処理が可能なもの

は、振当処理を行っており

ます。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建債権債務および外

貨建予定取引については、

為替予約取引を、借入金に

ついては、金利スワップを

ヘッジ手段としておりま

す。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③ ヘッジ方針 

 当社グループは、通常業

務を遂行する上で発生する

為替の変動リスクおよび金

利変動リスクを管理する目

的でデリバティブ取引を利

用しております。投機を目

的とするデリバティブ取引

は行わない方針です。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 比率分析の適用を原則と

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

(7）その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  ②   ────── ② 完成工事高の計上基準 

（会計方針の変更） 

 当社空調事業部における

完成工事高の計上基準は、

従来、工事完成基準を採用

しておりましたが、当中間

連結会計期間より工期１年

超かつ請負金額３億円以上

の新規受注工事につきまし

ては、工事進行基準を適用

することに変更しておりま

す。 

 この変更は、近年、長期

請負工事に係る収益計上基

準として工事進行基準がよ

り合理的な会計基準とされ

会計慣行として定着してい

ること、また、首都圏にお

ける受注工事の工期の長期

化ならびに請負金額の大型

化により、受注に占める長

期大型工事の割合が増加傾

向にあり、今後もこの傾向

が継続すると見込まれるこ

とから、これらに係る工事

施工実績を期間損益に反映

させ、期間損益計算のより

一層の適正化を図るために

行うものであります。 

 なお、変更による損益へ

の影響額は軽微でありま

す。 

②   ────── 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③   ────── ③ 中間連結会計期間に係る

納付税額および法人税等調

整額 

 当中間連結会計期間に係

る納付税額および法人税等

調整額は、当連結会計年度

において予定している圧縮

記帳積立金およびプログラ

ム等準備金の取崩しを前提

として、当中間連結会計期

間に係る金額を計算してお

ります。 

③   ────── 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金および容

易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。これまで

の資本の部の合計に相当する金額は

21,250百万円であります。なお、当

中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。これまでの資本

の部の合計に相当する金額は22,291

百万円であります。なお、当連結会

計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 不動産賃貸収入及びこれに対応す

る不動産賃貸費用については、従

来、営業外収益の「賃貸料」および

営業外費用の「賃貸設備費」として

計上しておりましたが、賃貸事業用

資産が定款の事業目的に合致する稼

働状況となったことから、子会社、

社員等への賃貸目的で保有する資産

以外の賃貸に係るものについては、

当中間連結会計期間より「売上高」

および「売上原価」に計上すること

に変更いたしました。この変更によ

り、従来と同一の基準によった場合

に比べ、売上高は17百万円、売上原

価は25百万円、営業損失は8百万円増

加しておりますが、経常利益および

税金等調整前中間純利益への影響は

ありません。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

──────  不動産賃貸収入及びこれに対応す

る不動産賃貸費用については、従

来、営業外収益の「賃貸料」および

営業外費用の「賃貸設備費」として

計上しておりましたが、賃貸事業用

資産が定款の事業目的に合致する稼

働状況となったことから、子会社、

社員等への賃貸目的で保有する資産

以外の賃貸に係るものについては、

当連結会計年度より「売上高」およ

び「売上原価」に計上することに変

更いたしました。この変更により、

従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上高は51百万円、売上原価は

44百万円、営業利益は7百万円増加し

ておりますが、経常利益、税金等調

整前当期純利益への影響はありませ

ん。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間より「負

ののれん」と表示しております。 

（中間連結貸借対照表） 

 「前受金」は、前中間連結会計期間末においては流動

負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間末において、負債及び純資産の合計額の

100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の流動負債の「その他」

に含まれる「前受金」は2,128百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

１．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「賃貸料」（当中間連結会計期間は12百万円）は、

営業外収益の総額の100分の10以下となったため、営

業外収益の「その他」に含めて表示することにしま

した。 

２．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「賃貸設備費」（当中間連結会計期間は1百万円）

は、営業外費用の総額の100分の10以下となったた

め、営業外費用の「その他」に含めて表示すること

にしました。 

３．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計

期間より「負ののれん償却額」と表示しておりま

す。 

────── 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

より「負ののれん償却額」と表示しております。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円） 

7,187 

（百万円） 

7,667 

（百万円） 

7,460 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

  （百万円） 

現金及び預金 45 

建物及び構築物 196 

土地 527 

投資有価証券 1,530 

計 2,299 

  （百万円） 

現金及び預金 45 

建物及び構築物 191 

土地 527 

投資有価証券 1,516 

計 2,280 

  （百万円） 

現金及び預金 45 

建物及び構築物 198 

土地 527 

投資有価証券 1,624 

計 2,395 

（対応債務の種類） （対応債務の種類） （対応債務の種類） 

  （百万円） 

支払手形及び買掛金 1,530 

短期借入金 156 

その他（未払金・未

払費用） 
9 

長期借入金 163 

計 1,858 

  （百万円） 

支払手形及び買掛金 1,403 

短期借入金 128 

その他（未払金・未

払費用） 
9 

長期借入金 162 

計 1,704 

  （百万円） 

支払手形及び買掛金 1,287 

短期借入金 129 

その他（未払金・未

払費用） 
7 

長期借入金 150 

計 1,574 

 ３．    ─────  ３．偶発債務（保証債務） 

 下記連結子会社以外の会社の仕入先に

対する支払債務および従業員のクレジッ

トカード利用残高について、保証を行っ

ております。 

 ３．偶発債務（保証債務） 

 下記連結子会社以外の会社の仕入先に

対する支払債務および従業員のクレジッ

トカード利用残高について、保証を行っ

ております。 

    （百万円） 

アドニス㈱ 0 

従業員 3 

計 3 

  （百万円） 

アドニス㈱ 2 

従業員 5 

計 7 

  （百万円） 

４．受取手形割引高 60 

  （百万円） 

４．受取手形割引高 135 

  （百万円） 

４．受取手形割引高 100 

５．受取手形裏書譲渡高 66 ５．受取手形裏書譲渡高 169 ５．受取手形裏書譲渡高 145 

※６．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。  

  （百万円） 

受取手形 555 

支払手形 259 

※６．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。  

  （百万円） 

受取手形 459 

支払手形 440 

※６．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当連結会計年

度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれております。  

  （百万円） 

受取手形 607 

支払手形 391 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．固定資産売却益および売却損の内訳 ※１．固定資産売却益および売却損の内訳 ※１．固定資産売却益および売却損の内訳 

（資産の種類） (売却益)   (売却損) 

      （百万円）

機械装置及び運

搬具 
0
 

1

土地 0  －

計 0  1

（資産の種類） (売却益)   (売却損) 

      （百万円）

建物及び構築物 9  －

機械装置及び運

搬具 
0
 

0

土地 4  －

計 14  0

（資産の種類） (売却益)   (売却損) 

      （百万円）

建物及び構築物 0  0

機械装置及び運

搬具 
1  1

土地 0  －

有形固定資産そ

の他 
－  0

計 1  1

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 

（資産の種類） （百万円）

建物及び構築物 3

機械装置及び運搬具 0

有形固定資産その他 1

ソフトウェア 0

無形固定資産その他 0

計 5

（資産の種類） （百万円）

建物及び構築物 23

機械装置及び運搬具 25

有形固定資産その他 0

ソフトウェア 0

計 50

（資産の種類） （百万円）

建物及び構築物 5

機械装置及び運搬具 0

有形固定資産その他 1

ソフトウェア 19

無形固定資産その他 0

計 26

※３．    ───── 
  

※３．    ───── 
  

※３．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産について減損損失を計上

しております。 

 当社グループは減損会計の適用に当た

って、事業の種類別セグメント（情報シ

ステム関連事業、樹脂・エレクトロニク

ス関連事業、化学品関連事業、空調設備

工事関連事業、建設資材関連事業、燃料

関連事業、その他）を基礎として事業の

関連性に基づきグルーピングし、賃貸資

産及び遊休資産については個々の資産ご

とに、減損の兆候を判定しております。

上記の事業用資産は将来にわたる営業キ

ャッシュ・フローの漸減見込等により減

損損失を認識するにいたり、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額

（75百万円）を減損損失として特別損失

に計上しております。減損損失の内訳

は、建物及び構築物17百万円、工具、器

具及び備品2百万円、ソフトウェア33百万

円、リース資産19百万円、その他（無形

固定資産）１百万円であります。 

なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しておりますが、上記の事業用資

産は使用価値および正味売却価額ともい

ずれも零と見込まれるため、回収可能価

額は零で評価しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

石川県金沢市
情報システム関
連事業・事業用
資産 

建物及び構
築物・ソフ
トウェア・
リース資産
等 

18 

東京都中央区
建設資材関連事
業・事業用資産 

建物及び構
築物・ソフ
トウェア・
リース資産
等 

56 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加の主なものは、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 55,176 － － 55,176 

合計 55,176 － － 55,176 

自己株式        

普通株式（注） 110 4 － 115 

合計 110 4 － 115 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 165 3 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 165 利益剰余金 3 平成18年９月30日 平成18年12月11日

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 55,176 － － 55,176 

合計 55,176 － － 55,176 

自己株式        

普通株式（注） 122 19 － 142 

合計 122 19 － 142 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月15日 

取締役会 
普通株式 165 3 平成19年３月31日 平成19年６月12日 



(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加12千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月13日 

取締役会 
普通株式 165 利益剰余金 3 平成19年９月30日 平成19年12月11日

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 55,176 － － 55,176 

合計 55,176 － － 55,176 

自己株式        

普通株式（注）１,２ 110 12 0 122 

合計 110 12 0 122 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 165 3 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 165 3 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月15日 

取締役会 
普通株式 165 利益剰余金 3 平成19年３月31日 平成19年６月12日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

  
（平成18年９月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 3,416

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△191

担保に供している定期預金 △45

現金及び現金同等物 3,180

  
（平成19年９月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 2,947

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△249

担保に供している定期預金 △45

現金及び現金同等物 2,652

 
（平成19年３月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 3,493

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△208

担保に供している定期預金 △45

現金及び現金同等物 3,239



（リース取引関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

306 212 14 79 

有形固定資
産その他
（工具、器
具及び備
品） 

1,297 623 1 672 

ソフトウェ
ア 

560 353 0 206 

計 2,164 1,190 16 957 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

217 163 15 39

有形固定資
産その他
（工具、器
具及び備
品） 

1,325 810 8 506

ソフトウェ
ア 

480 271 10 198

計 2,023 1,245 34 743

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

303 227 15 60

有形固定資
産その他
（工具、器
具及び備
品） 

1,289 698 8 582

ソフトウェ
ア 

453 237 12 203

計 2,046 1,162 36 847

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 759 

１年超 1,033 

計 1,792 

  （百万円）

１年内 555 

１年超 669 

計 1,225 

  （百万円）

１年内 593 

１年超 745 

計 1,339 

リース資産減損勘定の残高      12 リース資産減損勘定の残高      21 リース資産減損勘定の残高      29 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、転貸による未経過リース料中間

期末残高相当額795百万円を含めて記

載しております。 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料

中間期末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定し

ております。 

   なお、上記金額には転貸による未経

過リース料中間期末残高相当額482

百万円を含めて記載しております。 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料

期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

      なお、上記金額には転貸による未経

過リース料期末残高相当額493百万

円を含めて記載しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

  （百万円）

支払リース料 254 

リース資産減損勘定

の取崩額 
1 

減価償却費相当額 233 

支払利息相当額 19 

  （百万円）

支払リース料 199 

リース資産減損勘定

の取崩額 
8 

減価償却費相当額 199 

  （百万円）

支払リース料 484 

リース資産減損勘定

の取崩額 
5 

減価償却費相当額 484 

減損損失 19 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得相当

額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっ

ております。 

   

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  （百万円）

１年内 32 

１年超 37 

計 70 

  （百万円）

１年内 50 

１年超 71 

計 122 

  （百万円）

１年内 38 

１年超 50 

計 88 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 2,667 6,648 3,981 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 420 

投資事業有限責任組合への出資 479 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 2,806 7,363 4,556 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 410 

投資事業有限責任組合への出資 455 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 2,680 7,402 4,721 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 410 

投資事業有限責任組合への出資 459 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開示の対象から除いた結果、重要な取引はありません。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開示の対象から除いた結果、重要な取引はありません。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開示の対象から除いた結果、重要な取引はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  
化学品関
連事業 
（百万円） 

空調設備
工事関連
事業 
（百万円） 

情報シス
テム関連
事業 
（百万円） 

燃料関連
事業 
（百万円）

樹脂・エ
レクトロ
ニクス関
連事業 
（百万円）

建設資材
関連事業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                    

(1）外部顧客に対

する売上高 
9,294 3,746 2,757 3,788 1,383 5,247 30 26,248 － 26,248

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

11 40 52 20 0 452 135 714 (714) －

計 9,305 3,787 2,810 3,808 1,384 5,700 165 26,962 (714) 26,248

営業費用 8,881 3,712 2,783 3,746 1,502 5,680 170 26,477 (162) 26,315

営業利益（又は

営業損失） 
424 75 26 61 △118 19 △4 485 (551) △66

  
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  
化学品関
連事業 
（百万円） 

空調設備
工事関連
事業 
（百万円） 

情報シス
テム関連
事業 
（百万円） 

燃料関連
事業 
（百万円）

樹脂・エ
レクトロ
ニクス関
連事業 
（百万円）

建設資材
関連事業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                    

(1）外部顧客に対

する売上高 
8,888 4,601 2,665 3,062 1,486 4,967 52 25,723 － 25,723

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

7 67 46 20 0 461 134 738 (738) －

計 8,895 4,669 2,711 3,082 1,487 5,429 187 26,462 (738) 25,723

営業費用 8,588 4,589 2,661 3,057 1,484 5,612 166 26,160 (83) 26,076

営業利益（又は

営業損失） 
306 80 49 25 3 △183 20 302 (655) △352

  
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  
化学品関
連事業 
（百万円） 

空調設備
工事関連
事業 
（百万円） 

情報シス
テム関連
事業 
（百万円） 

燃料関連
事業 
（百万円）

樹脂・エ
レクトロ
ニクス関
連事業 
（百万円）

建設資材
関連事業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                    

(1）外部顧客に対

する売上高 
18,560 8,828 5,894 7,522 2,948 15,370 74 59,198 － 59,198

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

74 97 156 47 0 996 270 1,643 (1,643) －

計 18,634 8,925 6,051 7,570 2,949 16,366 345 60,842 (1,643) 59,198

営業費用 17,810 8,491 5,701 7,386 3,051 16,005 326 58,773 (623) 58,150

営業利益（又は

営業損失） 
824 433 350 183 △102 360 18 2,068 (1,019) 1,048



 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、商品および役務の種類、性質等を勘案してセグメンテーションし、主要な事業として、

情報システム関連事業、樹脂・エレクトロニクス関連事業、化学品関連事業、空調設備工事関連事業、建設

資材関連事業、燃料関連事業およびマンション・ビル等の保全管理等のその他の事業に分類しております。

２．各事業区分の事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、本邦の売上高の金額は、全セグメ

ントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、海外売上高は、連結売上高の10％

未満のため、海外売上高記載を省略しております。 

事業区分 事業内容 

情報システム関連事業 

システムインテグレーションサービス、パッケージソフトェアの開発・販売、ネッ

トワーク・セキュリティ等の情報インフラの構築、ハードウェアの保守、システム

の保守・運用サポートサービス、アウトソーシングサービス（ホスティング・ハウ

ジング・データ保管・バックアップサービス） 

樹脂・エレクトロニク

ス関連事業 

金型の製造・販売、複合ユニット製品（樹脂・電子部品）・樹脂成形品の製造・販

売、電子部品の販売（セラミック基板、ハイブリッドＩＣ、電気二重層キャパシ

タ、半導体製品等）、樹脂材料の販売 

化学品関連事業 

基礎化学品の販売（塩酸、硫酸、苛性ソーダ、その他無機・有機化学品）、機能性

材料の受託製造・販売（機能性食品、機能性樹脂、触媒、医薬・農薬中間体、電子

材料）、医薬品原薬の製造・販売、化学品・環境に係わるコンサルティング・コー

ディネーション 

空調設備工事関連事業 
空調設備・給排水衛生設備・クリーンルーム・消防設備・冷凍冷蔵設備工事の設計

施工 

建設資材関連事業 

住宅機器の販売・設計施工（ユニットバス、システムキッチン、洗面化粧台、造作

家具等）、空調機器の販売・設計施工、セメント・生コンクリートの販売、杭工事

の施工、システム収納・システムキッチン・洗面化粧台等の開発・製造・販売・設

計施工 

燃料関連事業 石油製品・ＬＰＧ・石油コークスの販売 

その他 マンション・ビル等の保全管理 

  
前中間連結
会計期間 
（百万円） 

当中間連結
会計期間 
（百万円） 

前連結会計
年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項

目に含めた配賦不

能営業費用の金額 

545 672 1,064 
当社の企画・人事部門等の本社管理部門に

係る費用であります。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純損失金額又は１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 

385円70銭 

１株当たり純資産額 

   395円50銭 

１株当たり純資産額 

   404円75銭 

１株当たり中間純損失金額 

１円31銭 

１株当たり中間純損失金額 

  ４円62銭 

１株当たり当期純利益金額 

  11円17銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間純損失（△）又は当期純利益 

（百万円） 
△72 △254 615 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純損失（△）又は

当期純利益（百万円） 
△72 △254 615 

期中平均株式数（千株） 55,062 55,041 55,060 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  持分法適用の関連会社であるニッ

コー㈱は、平成19年10月12日に普通

株式250万株、発行価額総額780百万

円の第三者割当による新株式発行を

行っております。 

 当社及び国内連結子会社の一部

は、平成19年４月１日付で退職金規

程の改正を行い、適格退職年金制度

および退職一時金制度を確定拠出年

金制度へ移行しております。本移行

に伴い、翌連結会計年度は123百万円

の特別利益の計上が見込まれており

ます。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％） 金額（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２ 973   935 1,056   

２ 受取手形 ※５ 1,618   1,783 1,970   

３ 売掛金   6,180   5,932 6,483   

４ 完成工事未収入金   887   1,125 1,165   

５ 商品   285   272 221   

６ 仕掛品   72   79 26   

７ 未成工事支出金   1,877   1,779 1,569   

８ その他 ※４ 707   433 799   

貸倒引当金   △9   △18 △0   

流動資産合計     12,593 34.9 12,321 33.9   13,293 35.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物   4,090   3,790 3,966   

(2）土地   3,072   3,055 3,072   

(3）その他   340   314 336   

計   7,503   7,159 7,375   

２ 無形固定資産   760   788 771   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 7,513   8,167 8,207   

(2）関係会社株式   5,205   5,431 5,205   

(3）その他   2,528   2,485 2,570   

貸倒引当金   △2   △39 △29   

計   15,244   16,044 15,953   

固定資産合計     23,508 65.1 23,991 66.1   24,100 64.5

資産合計     36,101 100.0 36,313 100.0   37,393 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日現在） 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 構成比
（％）

金額（百万円） 構成比
（％）

金額（百万円） 構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※５ 209   128 179   

２ 買掛金 ※２ 4,087   3,808 4,037   

３ 工事未払金   1,146   1,071 1,469   

４ 短期借入金   7,548   8,347 8,277   

５ 未払法人税等   20   17 28   

６ 受注損失引当金   39   － 11   

７ 完成工事補償引当
金   34   21 19   

８ その他 ※2,4 2,335   1,843 1,891   

流動負債合計     15,422 42.7 15,237 42.0   15,912 42.6

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金   10   13 11   

２ 役員退職引当金   215   236 221   

３ 繰延税金負債   1,969   2,164 2,209   

４ その他   1,222   758 1,008   

固定負債合計     3,417 9.5 3,173 8.7   3,451 9.2

負債合計     18,839 52.2 18,411 50.7   19,364 51.8

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     3,702 10.2 3,702 10.2   3,702 9.9

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金   2,702   2,702 2,702   

(2）その他資本剰余
金   0   0 0   

資本剰余金合計     2,702 7.5 2,702 7.5   2,702 7.2

３ 利益剰余金           

(1）利益準備金   646   646 646   

(2）その他利益剰余
金 

          

圧縮記帳積立金   363   356 356   

プログラム等準
備金 

  73   55 55   

配当積立金   265   300 265   

別途積立金   6,994   7,094 6,994   

繰越利益剰余金   175   313 470   

利益剰余金合計     8,517 23.6 8,765 24.1   8,787 23.5

４ 自己株式     △27 △0.1 △32 △0.1   △29 △0.1

株主資本合計     14,894 41.2 15,137 41.7   15,162 40.5

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    2,382 6.6 2,770 7.6   2,875 7.7

２ 繰延ヘッジ損益     △14 △0.0 △5 △0.0   △9 △0.0

評価・換算差額等合
計 

    2,367 6.6 2,764 7.6   2,866 7.7

純資産合計     17,261 47.8 17,902 49.3   18,028 48.2

負債純資産合計     36,101 100.0 36,313 100.0   37,393 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

１ 商品売上高   9,954   9,651 20,307   

２ 完成工事高   3,178   4,087 7,734   

売上高合計     13,133 100.0 13,738 100.0   28,042 100.0 

Ⅱ 売上原価            

１ 商品売上原価   8,597   8,131 17,248   

２ 完成工事原価   2,834   3,705 6,772   

売上原価合計     11,432 87.0 11,837 86.2   24,021 85.7

売上総利益           

１ 商品売上総利益   1,357   1,519 3,059   

２ 完成工事総利益   343   381 962   

売上総利益合計     1,701 13.0 1,901 13.8   4,021 14.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    2,097 16.0 2,250 16.3   3,993 14.2

営業利益（△損失）     △395 △3.0 △349 △2.5   27 0.1

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   9   4 15   

２ 受取配当金   339   441 396   

３ 賃貸料   74   70 144   

４ 適格年金資産運用
益 

  123   － 247   

５ その他   61 608 4.6 58 576 4.2 114 918 3.2

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   61   61 112   

２ 投資事業組合運用
損 

  11   1 25   

３ 賃貸設備費   44   44 90   

４ リース解約損   37   0 150   

５ その他   14 169 1.3 10 118 0.9 26 405 1.4

経常利益     43 0.3 108 0.8   541 1.9

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ －   14 0   

２ 投資有価証券売却
益 

  124   － 124   

３ 適格退職年金制度
終了益 

  －   85 －   

４ 貸倒引当金戻入益   4 129 1.0 － 99 0.7 － 124 0.4

            

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※３ 3   24 23   

２ 投資有価証券評価
損 

  10   21 46   

３ 貸倒損失   151   － 151   

４ その他   0 165 1.2 － 46 0.3 0 221 0.7

税引前中間（当期）
純利益 

    7 0.1 162 1.2   444 1.6

法人税、住民税及び
事業税 

  11   8 20   

法人税等調整額   △8 3 0.1 9 18 0.2 △16 4 0.0

中間（当期）純利益     4 0.0 143 1.0   439 1.6

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備

金 

その他資

本剰余金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 圧縮記帳

積立金 

プログラ

ム等準備

金 

配当積立

金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,702 2,702 0 2,702 646 345 84 245 6,944 413 8,678 △26 15,056

中間会計期間中の変動額                          

圧縮記帳積立金の積立て

（注） 
          23       △23 －   －

圧縮記帳積立金の取崩し

（注） 
          △5       5 －   －

プログラム等準備金の取崩し

（注） 
            △10     10 －   －

配当積立金の積立て（注）               20   △20 －   －

別途積立金の積立て（注）                 50 △50 －   －

剰余金の配当（注）                   △165 △165   △165

中間純利益                   4 4   4

自己株式の取得                       △1 △1

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                         

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － 17 △10 20 50 △237 △160 △1 △162

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,702 2,702 0 2,702 646 363 73 265 6,994 175 8,517 △27 14,894

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,754 － 2,754 17,811

中間会計期間中の変動額        

圧縮記帳積立金の積立て

（注） 
      －

圧縮記帳積立金の取崩し

（注） 
      －

プログラム等準備金の取崩し

（注） 
      －

配当積立金の積立て（注）       －

別途積立金の積立て（注）       －

剰余金の配当（注）       △165

中間純利益       4

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△372 △14 △387 △387

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△372 △14 △387 △549

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,382 △14 2,367 17,261



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備

金 

その他資

本剰余金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 圧縮記帳

積立金 

プログラ

ム等準備

金 

配当積立

金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,702 2,702 0 2,702 646 356 55 265 6,994 470 8,787 △29 15,162

中間会計期間中の変動額                          

配当積立金の積立て               35   △35 －   －

別途積立金の積立て                 100 △100 －   －

剰余金の配当                   △165 △165   △165

中間純利益                   143 143   143

自己株式の取得                       △3 △3

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                         

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － － － 35 100 △156 △21 △3 △25

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
3,702 2,702 0 2,702 646 356 55 300 7,094 313 8,765 △32 15,137

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額

等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,875 △9 2,866 18,028

中間会計期間中の変動額        

配当積立金の積立て       －

別途積立金の積立て       －

剰余金の配当       △165

中間純利益       143

自己株式の取得       △3

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△104 3 △101 △101

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△104 3 △101 △126

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
2,770 △5 2,764 17,902



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備

金 

その他資

本剰余金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 圧縮記帳

積立金 

プログラ

ム等準備

金 

配当積立

金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,702 2,702 0 2,702 646 345 84 245 6,944 413 8,678 △26 15,056

事業年度中の変動額                          

圧縮記帳積立金の積立て

（注） 
          23       △23 －   －

圧縮記帳積立金の取崩し

（注） 
          △5       5 －   －

圧縮記帳積立金の取崩し           △6       6 －   －

プログラム等準備金の取崩し

（注） 
            △10     10 －   －

プログラム等準備金の取崩し             △17     17 －   －

配当積立金の積立て（注）               20   △20 －   －

別途積立金の積立て（注）                 50 △50 －   －

剰余金の配当（注）                   △165 △165   △165

剰余金の配当                   △165 △165   △165

当期純利益                   439 439   439

自己株式の取得                       △3 △3

自己株式の処分     0 0               0 0

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                         

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 － 10 △28 20 50 56 109 △3 106

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,702 2,702 0 2,702 646 356 55 265 6,994 470 8,787 △29 15,162

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,754 － 2,754 17,811

事業年度中の変動額        

圧縮記帳積立金の積立て

（注） 
      －

圧縮記帳積立金の取崩し

（注） 
      －

圧縮記帳積立金の取崩し       －

プログラム等準備金の取崩し

（注） 
      －

プログラム等準備金の取崩し       －

配当積立金の積立て（注）       －

別途積立金の積立て（注）       －

剰余金の配当（注）       △165

剰余金の配当       △165

当期純利益       439

自己株式の取得       △3

自己株式の処分       0

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
120 △9 111 111

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
120 △9 111 217

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,875 △9 2,866 18,028



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によ

っております。 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっておりま

す。 

②その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

・時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）によっております。 

  ・時価のないもの 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

 投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項に

おいて有価証券とみなされる

もの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な 近の決算報

告書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっ

ております。 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

 投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２

項において有価証券とみなさ

れるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な 近の決

算報告書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

 投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項に

おいて有価証券とみなされる

もの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な 近の決算報

告書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっ

ております。 

  (2）たな卸資産 

①商品 

 月別総平均法による原価法に

よっております。 

(2）たな卸資産 

①商品 

同左 

(2）たな卸資産 

①商品 

同左 

  ②仕掛品および未成工事支出金 

 個別法による原価法によって

おります。 

②仕掛品および未成工事支出金 

同左 

②仕掛品および未成工事支出金 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります 

  建物 ３～50年 

その他 

（機械及び装置）
５～17年 

建物 ３～50年 

その他 

（機械及び装置）
５～17年 

建物 ３～50年 

その他 

（機械及び装置）
５～17年 

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより、営業損失が１百

万円増加し、経常利益および税

引前中間純利益がそれぞれ１百

万円減少しております。 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

 これにより、営業損失が３百

万円増加し、経常利益および税

引前中間純利益がそれぞれ３百

万円減少しております。 

  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

但し、自社利用のソフトウェア

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討して、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当中間会計期間末

時点で将来の損失が確実に見込

まれ、かつ、当該損失額を合理

的に見積もることが可能なもの

については、将来の損失見込額

を計上しております。 

（追加情報） 

 当中間会計期間末において、

進行中の請負契約の状況を検証

した結果、将来の損失が見込ま

れる案件が新たに確認されたた

め、損失見込額を受注損失引当

金として計上しております。こ

れにより、売上総利益、経常利

益および税引前中間純利益がそ

れぞれ39百万円減少し、営業損

失が同額増加しております。 

(2）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当中間会計期間末

時点で将来の損失が確実に見込

まれ、かつ、当該損失額を合理

的に見積もることが可能なもの

については、将来の損失見込額

を計上しております。 

(2）受注損失引当金 

 受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当事業年度末時点

で将来の損失が確実に見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的

に見積もることが可能なものに

ついては、将来の損失見込額を

計上しております。  

（追加情報） 

 当事業年度末において、進行

中の請負契約の状況を検証した

結果、将来の損失が見込まれる

案件が新たに確認されたため、

損失見込額を受注損失引当金と

して計上しております。これに

より、売上総利益、経常利益お

よび税引前当期純利益がそれぞ

れ11百万円減少しております。 

  (3）完成工事補償引当金 

 請負工事の無償の補修に備え

るため、過去の実績に基づき、

当中間会計期間の対応額を計上

しております。 

(3）完成工事補償引当金 

同左 

(3）完成工事補償引当金 

 請負工事の無償の補修に備え

るため、過去の実績に基づき、

当事業年度の対応額を計上して

おります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、適格退職年金制度について

は、当事業年度末における退職

給付債務および適格退職年金資

産の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度に発生した額を発生の翌事

業年度において一括費用処理を

しております。 

 また、退職一時金制度につい

ては、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生

していると認められる額を計上

しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、適格退職年金制度について

は、当事業年度末における退職

給付債務および適格退職年金資

産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度に発生した額を発生の翌事

業年度において一括費用処理を

しております。 

 また、退職一時金制度につい

ては、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計

上しております。 

    （追加情報） 

 従来、当社は適格退職年金制

度および退職一時金制度を採用

しておりましたが、平成19年４

月１日付で退職金規程の改正を

行い、その一部を確定拠出年金

制度へ移行しております。 

 本移行に伴い、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別

利益として85百万円計上してお

ります。 

 

  (5）役員退職引当金 

 役員の退職により支給する退

職慰労金にあてるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計上

しております。 

(5）役員退職引当金 

同左 

(5）役員退職引当金 

 役員の退職により支給する退

職慰労金にあてるため、内規に

基づく期末要支給額を計上して

おります。 

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ会計の適用を原則

としております。なお、振当処

理が可能なものは、振当処理を

行っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建債権債務および外貨建

予定取引については、為替予約

取引を、借入金については、金

利スワップをヘッジ手段として

おります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は、通常業務を遂行する

上で発生する為替の変動リスク

および金利変動リスクを管理す

る目的でデリバティブ取引を利

用しております。投機を目的と

するデリバティブ取引は行わな

い方針です。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 比率分析の適用を原則として

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左  

(1）消費税等の会計処理 

同左  

  (2）   ────── (2）完成工事高の計上基準 

（会計方針の変更） 

 空調事業部における完成工事

高の計上基準は、従来、工事完

成基準を採用しておりました

が、当中間会計期間より工期１

年超かつ請負金額３億円以上の

新規受注工事につきましては、

工事進行基準を適用することに

変更しております。 

 この変更は、近年、長期請負

工事に係る収益計上基準として

工事進行基準がより合理的な会

計基準とされ会計慣行として定

着していること、また、首都圏

における受注工事の工期の長期

化ならびに請負金額の大型化に

より、受注に占める長期大型工

事の割合が増加傾向にあり、今

後もこの傾向が継続すると見込

まれることから、これらに係る

工事施工実績を期間損益に反映

させ、期間損益計算のより一層

の適正化を図るために行うもの

であります。 

 なお、変更による損益への影

響額は軽微であります。 

(2）   ────── 

  (3）   ────── (3）中間会計期間に係る納付税額

および法人税等調整額 

 当中間会計期間に係る納付税

額および法人税等調整額は、当

事業年度において予定している

圧縮記帳積立金およびプログラ

ム等準備金の取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金額

を計算しております。 

(3）   ────── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は17,276百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は18,038百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

  

 不動産賃貸収入及びこれに対応する

不動産賃貸費用については、従来、営

業外収益の「賃貸料」および営業外費

用の「賃貸設備費」として計上してお

りましたが、賃貸事業用資産が定款の

事業目的に合致する稼働状況となった

ことから、子会社、社員等への賃貸目

的で保有する資産以外の賃貸に係るも

のについては、当中間会計期間より

「売上高」および「売上原価」に計上

することに変更いたしました。この変

更により、従来と同一の基準によった

場合に比べ、売上高は22百万円、売上

原価は26百万円、営業損失は4百万円

増加しておりますが、経常利益および

税引前中間純利益への影響はありませ

ん。 

──────  不動産賃貸収入及びこれに対応する

不動産賃貸費用については、従来、営

業外収益の「賃貸料」および営業外費

用の「賃貸設備費」として計上してお

りましたが、賃貸事業用資産が定款の

事業目的に合致する稼働状況となった

ことから、子会社、社員等への賃貸目

的で保有する資産以外の賃貸に係るも

のについては、当事業年度より「売上

高」および「売上原価」に計上するこ

とに変更いたしました。この変更によ

り、従来と同一の基準によった場合に

比べ、売上高は57百万円、売上原価は

45百万円、営業利益は11百万円増加し

ておりますが、経常利益および税引前

当期純利益への影響はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「繰延税金負債」は、前中間会計期間においては固定

負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間会計期間において、資産の総額の100分の５を超えたた

め、区分掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間の固定負債の「その他」に含ま

れる「繰延税金負債」は1,738百万円であります。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

（百万円） 

5,369 

（百万円） 

5,601 

（百万円） 

5,526 

※２．担保に供している資産と債務

の種類 

（担保提供資産の種類） 

※２．担保に供している資産と債務

の種類 

（担保提供資産の種類） 

※２．担保に供している資産と債務

の種類 

（担保提供資産の種類） 

  （百万円）

現金及び預金 30

投資有価証券 1,530

計 1,560

  （百万円）

現金及び預金 30

投資有価証券 1,516

計 1,546

  （百万円）

現金及び預金 30

投資有価証券 1,624

計 1,654

（対応債務の種類） （対応債務の種類） （対応債務の種類） 

  （百万円）

買掛金 1,160

その他 

（未払金・未払

費用） 

9

保証債務 270

計 1,440

  （百万円）

買掛金 1,136

その他 

（未払金・未払

費用） 

9

保証債務 225

計 1,371

  （百万円）

買掛金 1,097

その他 

（未払金・未払

費用） 

7

保証債務 114

計 1,219

３．偶発債務（保証債務） 

下記の関係会社等の仕入先に対す

る支払債務等について、保証を行

っております。 

３．偶発債務（保証債務） 

下記の関係会社等の仕入先に対す

る支払債務等について、保証を行

っております。 

３．偶発債務（保証債務） 

下記の関係会社等の仕入先に対す

る支払債務等について、保証を行

っております。 

  （百万円）

三谷ガス㈱ 25  

三谷住設㈱ 30  

三谷産業コンストラクシ

ョンズ㈱ 
39

 

三谷住建販売㈱ 354  

三谷産業イー・シー㈱ 378  

相模化成工業㈱ 273  

㈱エンブレム 1  

㈱インテンザ 0  

AUREOLE BUSINESS 

COMPONENTS & DEVICES 

INC. 

87

 

その他 4  

計 1,195  

  （百万円）

三谷ガス㈱ 25  

三谷住設㈱ 26  

三谷産業コンストラクシ

ョンズ㈱ 
37

 

三谷住建販売㈱ 301  

三谷産業イー・シー㈱ 269  

相模化成工業㈱ 196  

㈱エンブレム 0  

㈱インテンザ 11  

AUREOLE BUSINESS 

COMPONENTS & DEVICES 

INC. 

169

 

その他 3  

計 1,042  

  （百万円）

三谷ガス㈱ 56  

三谷住設㈱ 53  

三谷産業コンストラクシ

ョンズ㈱ 
33

 

三谷住建販売㈱ 360  

三谷産業イー・シー㈱ 206  

相模化成工業㈱ 254  

㈱エンブレム 3  

AUREOLE BUSINESS 

COMPONENTS & DEVICES 

INC. 

109

 

その他 6  

計 1,086  

※４．消費税等の取扱いについて 

仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺し、相殺後の金額は流

動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

※４．消費税等の取扱いについて 

仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺し、相殺後の金額は流

動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※４.    ────── 

 



前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※５．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。な

お、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次

の中間期末日満期手形が中間期

末残高に含まれております。 

※５．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。な

お、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次

の中間期末日満期手形が中間期

末残高に含まれております。 

※５．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、

当事業年度末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれてお

ります。 

（百万円）

受取手形 173

支払手形 30

（百万円）

受取手形 159

支払手形 11

（百万円）

受取手形 152

支払手形 86



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加の主なものは、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加12千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 １．減価償却実施額 

  （百万円） 

有形固定資産 162 

無形固定資産 76 

計 238 

  （百万円） 

有形固定資産 155 

無形固定資産 100 

計 256 

  （百万円） 

有形固定資産 328 

無形固定資産 176 

計 504 

※２.    ────── ※２．固定資産売却益 ※２．固定資産売却益 
    （百万円） 

建物 9 

土地 4 

計 14 

  （百万円） 

有形固定資産

その他 
0
 

※３．固定資産除却損 ※３．固定資産除却損 ※３．固定資産除却損 

  （百万円） 

建物 2 

有形固定資産 

その他 
0
 

無形固定資産 0 

計 3 

  （百万円） 

建物 23 

有形固定資産 

その他 
0
 

無形固定資産 0 

計 24 

  （百万円） 

建物 2 

有形固定資産 

その他 
1
 

無形固定資産 19 

計 23 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 110 4 － 115 

合計 110 4 － 115 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 122 13 － 136 

合計 122 13 － 136 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式（注）１,２ 110 12 0 122 

合計 110 12 0 122 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定資
産その他
（機械装置
及び運搬
具、工具・
器具及び備
品） 

1,414 728 16 669 

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

426 270 0 155 

計 1,840 999 16 824 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

有形固定資
産その他
（機械装置
及び運搬
具、工具・
器具及び備
品） 

1,348 849 16 482

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

376 208 － 167

計 1,724 1,057 16 650

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資
産その他
（機械装置
及び運搬
具、工具・
器具及び備
品） 

1,409 808 16 584

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

348 171 0 175

計 1,757 980 17 757

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 698 

１年超 954 

計 1,653 

  （百万円）

１年内 511 

１年超 621 

計 1,132 

  （百万円）

１年内 552 

１年超 700 

計 1,253 

リース資産減損勘定の残高      12 リース資産減損勘定の残高       8 リース資産減損勘定の残高      10 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、転貸による未経過リース料中間

期末残高相当額795百万円を含めて

記載しております。 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料

中間期末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定し

ております。 

   なお、上記金額には転貸による未経

過リース料中間期末残高相当額482

百万円を含めて記載しております。 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料

期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

   なお、上記金額には、転貸による未

経過リース料期末残高相当額493百

万円を含めて記載しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額及び減価償却費相当額 

  （百万円）

支払リース料 215 

リース資産減損

勘定の取崩額 
1 

減価償却費相当

額 
197 

支払利息相当額 17 

  （百万円）

支払リース料 174 

リース資産減損

勘定の取崩額 
2 

減価償却費相当

額 
174 

  （百万円）

支払リース料 415 

リース資産減損

勘定の取崩額 
5 

減価償却費相当

額 
415 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得相当

額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっ

ております。 

   

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  （百万円）

１年内 19 

１年超 13 

計 33 

  （百万円）

１年内 32 

１年超 37 

計 69 

  （百万円）

１年内 20 

１年超 18 

計 38 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 335 1,140 805 

  当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 560 1,027 467 

  前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 335 954 619 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 313円51銭

１株当たり中間純利益金

額 
８銭

１株当たり純資産額 325円26銭

１株当たり中間純利益金

額 
２円60銭

１株当たり純資産額  327円48銭

１株当たり当期純利益金

額 
７円99銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

       同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 4 143 439 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
4 143 439 

期中平均株式数（千株） 55,062 55,045 55,060 



（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ──────  当社は、平成19年4月１日付で退職

金規程の改正を行い、適格退職年金

制度および退職一時金制度を確定拠

出年金制度へ移行しております。本

移行に伴い、翌事業年度は83百万円

の特別利益の計上が見込まれており

ます。 



(2）【その他】 

平成19年11月13日開催の取締役会において、第83期中間配当に関し次のとおり決議しました。 

（注） 平成19年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者

に対し、支払いを行います。 

(イ）中間配当金総額 165百万円 

(ロ）１株当たり中間配当金 3円 

(ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日 平成19年12月11日  



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

 第82期事業年度（自平成18年４月１日至平成19年３月31日）平成19年６月27日北陸財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

三 谷 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三谷産業株式会社の平成

18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間連

結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、三

谷産業株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．(3）②に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から役員

賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は不動産賃貸収入及びこれに対応す

る不動産賃貸費用の一部について計上区分を変更している。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 政 造 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 近 藤 久 晴 

      

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 都 築 一 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 和 臣 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月12日 

三谷産業株式会社  

取 締 役 会 御 中 

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 近 藤 久 晴 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 井 上 政 造 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三谷産業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、三谷産業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

三 谷 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三谷産業株式会社の平成

18年4月1日から平成19年3月31日までの第82期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間財務

諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三谷産業株

式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経

営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は不動産賃貸収入及びこれに対応する不動

産賃貸費用の一部について計上区分を変更している。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 政 造 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 近 藤 久 晴 

      

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 都 築 一 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 和 臣 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月12日 

三谷産業株式会社  

取 締 役 会 御 中 

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 近 藤 久 晴 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 井 上 政 造 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三谷産業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、三谷産業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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